






















■企業動向、製品動向

□大手から新興、転職 7倍 縮む年収差が追い風に 3 年前比、ミドルも天職探し

  2022.3.6 

日本の転職市場が変わってきた。起点となっているのがスタートアップだ。大企業から

の転職者は 3 年前に比べて 7 倍に増えた。スタートアップが成長に必要な人材を好待遇

で採用するようになり、帰属意識が強かった 40 歳以上にも動きが広がる。人材の再分配

と適材適所が進めば、産業の活性化にもつながる。 

□エプソン、3D プリンター参入 製造コスト 10 分の 1に 2022.3.7 

セイコーエプソンが 3D プリンターに参入する。金属や樹脂などあらゆる硬さの材料を精

密に押し出す独自技術を採用した装置を 2023 年にも実用化する。これまで必要だった特

殊材料を使わず、製造時のコストが 10 分の 1 程度になる。少量多品種で簡単に生産でき

る 3Dプリンターが自動車などの製造現場で実用段階に入る 

□村田製作所、３層経営で迫る新定義 部品やソフト組み合わせ提案  2022.2.28 

５Ｇで電波の精度高める

□電子部品大手、成長力に格差 京セラ：村田製、日本電産 2022.3.9 

□米アップル、新ｉＰｈｏｎｅＳＥ ５G対応・カメラ高性能   2022.3.10 

３０以上の国や地域で１８日に発売されるｉＰｈｏｎｅＳＥの新機種 

米アップルは８日、廉価版のスマートフォン「ｉＰｈｏｎｅ（アイフォーン）ＳＥ」の

新機種を１８日に３０以上の国や地域で発売すると発表した。日本での価格は５万７８

００円（消費税込み）から。第５世代通信（５Ｇ）に対応したほか、上位機種のアイフ

ォーン１３と同じ半導体を搭載し、カメラ性能の向上や省電力化を実現した。4.7 インチ

で 1334×750 ピクセルの液晶。このほか、タブレット型端末「ｉＰａｄ（アイパッド）

エア」の新機種（画面サイズ１０・９インチ解像度は 2360×1640 ピクセル。）を１８日

に発売することも発表。価格は７万４８００円（同）から。自社開発半導体「Ｍ１」を

搭載し、性能を向上させた。                                                   12 



□メタバース、中国でも過熱 2025 年に 6兆円市場へ                  2022.3.15

中国で仮想空間「メタバース」の関連サービスが過熱している。2025 年に 6 兆円超の市

場が立ち上がるとの見方があり、少なくとも 1500 社超が関連商標登録を出願した。特に

新興企業の参入が活発で、アバター（分身）による交流などのサービスが人気だが、急

ごしらえで頓挫する例も多い。当局は過熱ぶりを警戒しており、今後規制が強まる可能

性もある。

□“マスク生活の肌の悩みに” シャープが化粧品事業に参入 2022.3.17 

シャープが化粧水や保湿クリームといった化粧品事業に新たに参入することになった。

新型コロナウイルスの感染拡大をきっかけにマスク事業にも参入していて、コロナ禍で

事業環境が大きく変わる中、新しい分野への進出を加速させている。今月から化粧品事

業に新規参入し、顔につける保湿クリームのほか、化粧水や乳液などの販売に乗り出す。 

□ＪＸ金属、半導体・スマホ向け先端材の新工場 2000 億円で茨城に     2022.3.17JX

金属は 16 日、半導体やスマートフォンなどに使う先端材料の増産に 2000 億円を投じる

と発表した。2026年 3月期までをめどに主力工場がある茨城県内に新工場を設ける。

茨城県ひたちなか市に約 24 万平方メートルの工場用地を取得し、23年 3月末までに着工

する。増産するのは「スパッタリングターゲット」、銅などを原料とし、半導体用で

世界ｼｪｱ６割をもつ。

□ニッケル高、金融不安の芽 決済で混乱 損失連鎖も                  2022.3.21

先物価格が暴騰し、取引所が売買の帳消しにまで踏み切ったニッケル危機が市場を揺る

がしている。ロシアの軍事侵攻に伴う需給の逼迫懸念で、決済に必要な現物が不足。先

物の売り手が買い戻しを迫られて価格が高騰したと同時に、損失見込みが巨額で金融不

安に発展する恐れもあった。ニッケル以外の商品でも現物の不足と価格上昇が進む。商

品市場全体のリスクが高まっている。
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□東芝、非公開化を検討 会社分割案は総会否決で白紙に                2022.3.25

東芝は株式の非公開化に向けた検討を始める。24 日に開いた臨時株主総会でグループ全

体を 2 分割する議案が株主の反対で否決され、企業価値向上策を白紙に戻す。非公開化

をにらみ、国内投資家を軸とした買収案策定について金融機関との調整を始めた。分割

を前提とした事業売却などの戦略も練り直す。

□ＪＤＩ、資本金 1億円へ減資 臨時株主総会で可決                2022.3.26

経営再建中のジャパンディスプレイ（ＪＤＩ）は２６日の臨時株主総会で、資本金を１

億円に減資する議案が可決されたと発表した。資本金約 2151 億円と資本準備金約 246 億

円をその他資本剰余金に振り替え、約 2881 億円の累積損失を解消する。資本金１億円以

下の法人は税務上では「中小企業」と扱われ、一定の優遇措置も受けられる。 

□原燃料高に円安、企業圧迫 脱ロシアで需給逼迫、調達・転嫁の課題浮き彫り

  2022.3.25 

原燃料価格が高止まりしている。ウクライナに侵攻するロシアとの資源取引を停止する

動きなどが広がり、需給の引き締まり観測が根強い。欧州では天然ガスに続き原油でも

ロシア依存の脱却構想が浮上し、相場が年初比約５割高まで再上昇した。アルミニウム

は豪州が中間原料の対ロ禁輸を発表し、同約３割高の水準を推移する。さらに物価高が

米国の利上げ加速を連想させてドル高・円安を誘発し、日本の輸入材価格を押し上げそ

うだ。資源戦略の立て直しやコスト転嫁など課題が浮き彫りになっている。 

• 

■その他

□第 34回 日経企業イメージ調査 グーグルやヤフー、デジタル化けん引役に期待

   2022.3.3 

日本経済新聞社と日経広告研究所がまとめた「第 34 回日経企業イメージ調査」によると、 

ビジネスパーソンが評価する総合得点のトップは 21 年連続でトヨタ自動車となった。調 

査 21項目のうち 8項目でトップ。グーグルが 2位（前回 6位）に上昇した。業務デジタ 

ル化のプラットフォームとして存在感が高まった。気候変動問題への関心や資源価格高

騰を背景に、エネルギー関連企業の順位が上がった。伊藤忠商事 20 位（同 40 位）など、 

総合商社の評価が高まった。新型コロナウイルスのワクチンが話題となり、医薬品メー 

カーも上昇した。                              14 



□若者に大流行“常時接続ＳＮＳ”ﾃﾞｼﾞﾀﾙ社会の近未来は？  2022.3.17 

ツイッターやフェイスブックなどが主流だった SNS で、いま若い世代を中心に大きな変

化が起きている。その 1つが「常時接続」。職場やサークル、クラスや卒業した学校の仲 

間で、互いの位置情報や現在の状況を常時共有するアプリは、Z世代の 4人に 1人が利用 

しているとされる。また、他人同士が音声通話でつながる SNSの中には、長時間一緒に 

勉強をしたり、ちょっとした人生相談をしたりなど「リアルでは言えない本音を話せる 

場」として、利用数を 500 万に増やしているアプリも登場。コロナ禍で学校の授業や、 

部活、サークル活動などが制約された状態が長期化する中、常時接続 SNSは今やリアル 

と同じ価値、時にはリアルを超えるレベルで、若者のコミュニケーションの軸となり、 

居場所としての役割を担う状況を加速化させている。その一方で、常に誰かとつながっ 

ていることに疲れ、突然アカウントを消去する“リセット症候群"と呼ばれる人たちも相 

次いでいる。仮想空間「メタバース」が次世代の新しいサービスとして注目される今、 

若い世代の人間関係・コミュニケーションに何が起きているのか。 

□深層断面／ロシア発エネルギー危機                        2022.3.31 

【変わる勢力図】日本資源戦略練り直し【中国と権益争奪】ＬＮＧ需給逼迫警戒感高まる 

【電源構成見直し】脱炭素 早くも転機 

化石燃料の調達における“脱ロシア”の動きを受けて、世界のエネルギー勢力図が塗り 

変わろうとしている。米国は、ロシア依存を減らす欧州への天然ガス供給を拡大して存 

在感を高める一方、中国はロシアに滞留する資源を割安で調達し、経済優位性を発揮し 

そうだ。脱炭素を含め需給構造が大きく揺れ動く中、日本は原油調達先の多様化や石炭 

の継続利用などエネルギーの安定供給をいかに確保するのか。資源戦略の練り直しが求 

められている。 

欧米では、ウクライナへ侵攻するロシアからのエネルギー調達を減らす動きが進んでい 

る。米国は２５日、ロシア産の天然ガス依存の脱却を図る欧州連合との間で液化天然ガ 

ス供給の拡大で合意した。2022年に最大 150億立方メートルを追加供給する計画で、

前年のＥＵのロシア産天然ガス調達量の約１割に相当するとみられている。日本でも 

ロシアのエネルギー事業を敬遠する動きがある。ただエネルギー市場の脱ロシア化は、

需給逼迫につながるため険しい道のりとなりそうだ。 以上 15 



「図表、写真」の出所一覧（WEB、電子版を含む） 

■液晶・有機 EL・次世代ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ・部材

・２０２２．３．２３ マイナビニュース

■タッチ、非接触センサー

・２０２２．３．１８ 日本経済新聞

■半導体

・２０２２．３．１  日刊工業新聞 

・２０２２．３．９  日刊工業新聞 

■新技術、材料

・２０２２．２．２８ 日刊工業新聞

・２０２２．３．７  日刊工業新聞 

・２０２２．３．９ 日刊工業新聞 

・２０２２．３．２５ 日刊工業新聞

・２０２２．３．２５ 日本経済新聞

・２０２２．３．２２ OPTRONICS

■カーエレクトロニクス

・２０２２．３．１８ 日本経済新聞

■５Ｇ/６Ｇ(第５世代/第６世代通信)

・２０２２．３．１９ マイナビニュース

■脱炭素/カーボンニュートラル、ＳＤＧｓ

・２０２２．２．２８ 日刊工業新聞

■企業動向、製品動向

・２０２２．３．９  日本経済新聞 

・２０２２．３．１０ 日刊工業新聞

・２０２２．３．２１ 日本経済新聞

・２０２２．３．２５ 日刊工業新聞

■その他

・２０２２．３．３１ 日刊工業新聞




